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NY マーケットレポート（2018 年 10 月 17 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY市場レポート 

 

≪ NY市場概況 ≫ 

NY 市場では、序盤に発表された米住宅関連の経済指標が冴えない結果となったことや、米長期金利の低下な

どもあり、ドル円・クロス円は序盤から軟調な動きとなった。その後は、米長期金利が上昇に転じたことや、

FOMC議事録で現在の漸進的な利上げペースの維持で意見が一致したことから、米国の金利上昇観測が強まり、

ドルは主要通貨に対して堅調な動きとなった。一方、米株式市場では、米企業決算がまちまちの結果となっ

たことや、米国の金利上昇懸念を背景に、米主要株価は小幅安となった。 

 

主要な米経済指標結果 

9 月住宅着工件数 120.1万件（予想 121.0 万件・前回 128.2 万件⇒126.8万件） 

9 月住宅着工件数（前月比） -5.3％（予想 -5.6％・前回 9.2％⇒7.1％） 

9 月建設許可件数 124.1万件（予想 127.5 万件・前回 122.9 万件⇒124.9万件） 

9 月建設許可件数（前月比）- 0.6％（予想 -0.8％・前回 -5.7％⇒-4.1％） 

9 月の米住宅着工件数は、市場予想を下回る結果となり、前月比で減少した。9月半ばに米本土に上陸したフ

ローレンスがノースカロライナ、サウスカロライナ両州で洪水被害をもたらしたことなどを受け、両州が含

まれる南部が大きく減少したことが影響した。一戸建て住宅が-0.9％、集合住宅が-15.2％となった。一方、

着工件数の先行指標となる住宅着工許可件数は、2 ヵ月連続の低下となった。一戸建て住宅が+2.9％と 1 年

ぶりの大幅な伸びとなったが、集合住宅は‐7.6％となり、6 ヵ月連続のマイナスとなったことが影響した。 

 

出所：Bloomberg 
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出所：Bloomberg 

 

ＦＯＭＣ議事録 

・漸進的な姿勢、速過ぎもしくは遅過ぎるリスクを均衡 

・長期予測上回るまで利上げ継続必要と幾人かが判断 

・当局者らは長期的な中立水準を 3％程度と推定している 

・9月の会合では FF金利の誘導目標レンジを 0.25ポイント引き上げ 2-2.25％とすることを全参加者が支持 

・参加者は総じて、FF金利誘導目標レンジのさらなる漸進的な引き上げが、経済活動の持続的拡大、力強い

労働市場環境、およびインフレ率が中期的に 2％付近で推移することと合致する可能性が高いと予想した 

 

米財務省為替報告 

・主要貿易相手国で為替操作国の認定なし 

・中国を為替操作国と認定せず 

・中国と日本、韓国、ドイツ、スイス、インドが監視リスト 

・今年の為替相場の動きはバランスの取れた世界成長促進せず 

・中国の為替の透明性欠如を特に懸念 

・最近のドル高・元安が不均衡を拡大する可能性 

・人民元安を懸念しており、監視するだろう 

・日本の為替介入は例外的なケースとすべきだ 

・ドイツの対米貿易黒字に重大な懸念 

・インドは為替監視リストからの除外により近づく 
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米主要株価は小幅安で終了 

米株式市場は、米 IT大手の四半期決算が冴えない結果となったことから、企業業績への悪影響が懸念された

ことを受けて、主要株価は序盤軟調な動きとなった。しかし、好決算を発表した動画配信大手が買われたこ

とで、プラス圏まで反発する場面もあったが、引けにかけて米長期金利が上昇したこともあり、上値の重い

動きが続いた。ダウ平均株価は、序盤から軟調な動きとなり、一時前日比 319ドル安まで下落した。その後、

プラス圏まで上昇したものの、上値の重い動きが続き、小幅反落となった。また、ハイテク株中心のナスダ

ックや S&P500も小幅安で終了した。 

 

出所：Bloomberg 

 

出所：データを基に SBILMが作成 
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提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


